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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第99期

第３四半期
連結累計期間

第100期
第３四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日

自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日

自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日

売上高 (千円) 3,495,234 2,199,372 4,172,675

経常利益又は経常損失（△） (千円) 180,738 △168,692 142,747

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 157,709 △271,813 138,393

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 157,709 △271,041 138,393

純資産額 (千円) 2,119,668 1,803,835 2,100,353

総資産額 (千円) 3,003,595 2,805,147 2,788,451

１株当たり四半期（当期）純利益金
額又は１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) 24.76 △42.68 21.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.6 64.3 75.3
 

 

回次
第99期

第３四半期
連結会計期間

第100期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △1.79 △30.42
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第99期第３四半期連結累計期間及び第99期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 第100期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

山加電業株式会社(E00258)

四半期報告書

 2/16



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、政府の積極的な経済政策や金融緩和政策を背景に、企業収

益の改善や雇用環境が改善傾向にあるなど、景気は緩やかな回復基調が続いております。

建設業界におきましては、公共投資、民間設備投資共に比較的堅調に推移しておりますが、資材価格や労務費が

引き続き高騰傾向であったことから、不透明な経営環境が続いています。

このような状況の中、当社グループは工事量と利益確保の経営方針を継続し、新規顧客開拓を積極的に推進する

一方、工事採算の改善や経費の削減に努めてまいりました。

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の受注高は、26億７千７百万円（前年同四半期比

108.4％増）、売上高は21億９千９百万円（前年同四半期比37.1％減）となりました。利益につきましては、経営

の効率化を推進し、工事原価低減等の収益向上に努めましたが、売上高の減少により、営業損失は２億２千７百万

円（前年同四半期は１億６百万円の営業利益）、経常損失は１億６千８百万円（前年同四半期は１億８千万円の経

常利益）となりました。また、四半期純損失は、連結子会社元役員の不正行為疑惑による損失を計上した影響によ

り、２億７千１百万円（前年同四半期は１億５千７百万円の四半期純利益）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

(電気工事業)

電気工事業については、民間工事の受注高は堅調に推移したものの、電力事業案件の着手時期のずれ込みと、

営業停止による公共工事及びモバイル工事の受注等が減少したことにより、当第３四半期連結累計期間の受注高

は26億７千７百万円（前年同四半期比108.4％増）、売上高は16億２千万円（前年同四半期比42.4％減）、セグ

メント損失（営業損失）は２億３千３百万円（前年同四半期は８千４百万円のセグメント利益）となりました。

 

(建物管理・清掃業)

建物管理・清掃業については、価格競争が激しい環境下にあり、大規模修繕工事等の受注高及び売上高の減少

により、当第３四半期連結累計期間の売上高は５億７千９百万円（前年同四半期比14.9％減）、セグメント利益

（営業利益）は５百万円（前年同四半期比73.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ１千６百万円増加し、28億５百万円

となっております。また、負債合計は、前連結会計年度末に比べ３億１千３百万円増加し、10億１百万円となって

おります。純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億９千６百万円減少し、18億３百万円となっております。

資産の増加の主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等１億２千４百万円の減少、未成工事支出金５千５百万

円の減少及び繰延税金資産４千４百万円の減少もありましたが、現金預金２億５千５百万円の増加によるものであ

ります。

負債の増加の主な要因は、工事損失引当金３千９百万円の減少もありましたが、短期借入金１億円の増加及び未

成工事受入金２億６千５百万円の増加によるものであります。

純資産の減少の主な要因は、利益剰余金２億９千７百万円の減少によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,500,000

計 19,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月６日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,375,284 6,375,284
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 6,375,284 6,375,284 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 6,375,284 ― 989,669 ― 247,417
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 6,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,367,300 63,673 ―

単元未満株式 普通株式 1,784 ― ―

発行済株式総数 6,375,284 ― ―

総株主の議決権 ― 63,673 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、600株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれておりま

す。

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式１株が含まれております。

３ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
山加電業株式会社

東京都豊島区
南池袋一丁目10番13号

6,200 ― 6,200 0.10

計 ― 6,200 ― 6,200 0.10
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

取締役 ― 宮 﨑   貞
昭和20年２
月21日生

昭和42年４月 警察庁に奉職

(注)2 ―
平成27年
３月

昭和52年５月 経済協力開発機構（OECD、パリ）

に出向

昭和57年４月 内閣官房内閣調査官

昭和60年３月 警察庁警備局警視長にて退官

昭和61年４月 社会システム研究所長

平成４年４月 帝京大学国策研究所教授

平成18年４月 新社会設計研究所長（現任）

平成27年３月 当社取締役（現任）
 

（注）１．取締役 宮﨑 貞は、社外取締役であります。

 ２．取締役の任期は、就任の時から平成27年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,091,601 1,346,916

  受取手形・完成工事未収入金等 437,148 313,069

  未成工事支出金 125,939 70,283

  繰延税金資産 46,270 1,620

  その他 20,675 62,179

  貸倒引当金 △5,357 △11,142

  流動資産合計 1,716,278 1,782,926

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 440,392 442,151

   機械・運搬具 347,198 350,941

   工具器具・備品 276,962 282,465

   土地 359,351 359,351

   減価償却累計額及び減損損失累計額 △813,100 △866,999

   有形固定資産合計 610,804 567,910

  無形固定資産   

   のれん 246,056 219,067

   その他 10,094 9,433

   無形固定資産合計 256,151 228,501

  投資その他の資産   

   投資有価証券 181,246 204,513

   長期貸付金 335,000 335,000

   繰延税金資産 620 217

   その他 37,501 46,958

   貸倒引当金 △349,150 △360,879

   投資その他の資産合計 205,217 225,809

  固定資産合計 1,072,173 1,022,221

 資産合計 2,788,451 2,805,147
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 165,892 213,920

  短期借入金 100,000 200,000

  未払法人税等 17,866 7,745

  未成工事受入金 47,678 312,786

  賞与引当金 29,705 8,430

  工事損失引当金 41,505 2,327

  完成工事補償引当金 1,080 520

  損害賠償損失引当金 ― 37,000

  その他 154,350 98,221

  流動負債合計 558,079 880,951

 固定負債   

  再評価に係る繰延税金負債 8,327 7,555

  退職給付に係る負債 116,964 111,116

  その他 4,727 1,688

  固定負債合計 130,019 120,360

 負債合計 688,098 1,001,311

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 989,669 989,669

  資本剰余金 821,016 821,016

  利益剰余金 466,583 169,293

  自己株式 △1,900 △1,900

  株主資本合計 2,275,368 1,978,078

 その他の包括利益累計額   

  土地再評価差額金 △175,015 △174,243

  その他の包括利益累計額合計 △175,015 △174,243

 純資産合計 2,100,353 1,803,835

負債純資産合計 2,788,451 2,805,147
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高   

 完成工事高 2,815,155 1,620,624

 不動産管理売上高 680,078 578,748

 売上高合計 3,495,234 2,199,372

売上原価   

 完成工事原価 2,342,294 1,462,124

 不動産管理売上原価 470,850 379,726

 売上原価合計 2,813,145 1,841,851

売上総利益   

 完成工事総利益 472,860 158,499

 不動産管理売上総利益 209,228 199,021

 売上総利益合計 682,089 357,521

販売費及び一般管理費 575,479 585,305

営業利益又は営業損失（△） 106,609 △227,784

営業外収益   

 受取利息 96 170

 貸倒引当金戻入額 4,500 ―

 持分法による投資利益 67,355 60,266

 その他 4,572 2,858

 営業外収益合計 76,525 63,296

営業外費用   

 支払利息 1,681 3,616

 手形売却損 ― 77

 支払保証料 ― 503

 その他 715 8

 営業外費用合計 2,397 4,205

経常利益又は経常損失（△） 180,738 △168,692

特別損失   

 電話加入権評価損 62 15

 損害賠償損失引当金繰入額 ― 37,000

 特別損失合計 62 37,015

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

180,675 △205,708

法人税、住民税及び事業税 22,966 21,050

法人税等調整額 ― 45,053

法人税等合計 22,966 66,104

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

157,709 △271,813

四半期純利益又は四半期純損失（△） 157,709 △271,813
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

157,709 △271,813

その他の包括利益   

 土地再評価差額金 ― 771

 その他の包括利益合計 ― 771

四半期包括利益 157,709 △271,041

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 157,709 △271,041

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

     受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

受取手形割引高 7,270千円 6,830千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費  57,182千円 55,526千円

のれんの償却額 24,113 〃 26,989 〃
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 12,738 2.00 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

平成26年４月24日

取締役会
普通株式 12,738 2.00 平成26年３月31日 平成26年６月16日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月19日

定時株主総会
普通株式 12,738 2.00 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

平成27年４月30日

取締役会
普通株式 12,738 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月15日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２電気工事業
建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 2,815,155 680,078 3,495,234 ― 3,495,234

セグメント間の内部
売上高又は振替高

60 677 737 △737 ―

計 2,815,215 680,755 3,495,971 △737 3,495,234

セグメント利益 84,813 20,092 104,905 1,704 106,609
 

(注) １ 売上高の調整額△737千円及びセグメント利益の調整額1,704千円は、セグメント間取引の消去の額でありま

す。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「建物管理・清掃業」セグメントにおいて、管理業務受託事業を譲り受けております。これによる当第３四

半期連結累計期間におけるのれんの増加額は、35,000千円であります。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２電気工事業
建物管理
・清掃業

売上高      

外部顧客への売上高 1,620,624 578,748 2,199,372 ― 2,199,372

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 498 498 △498 ―

計 1,620,624 579,246 2,199,870 △498 2,199,372

セグメント利益又は損失（△） △233,034 5,235 △227,799 14 △227,784
 

(注) １ 売上高の調整額△498千円及びセグメント利益又は損失（△）の調整額14千円は、セグメント間取引の消去

の額であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

24円76銭 △42円68銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) 157,709 △271,813

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(千円)

157,709 △271,813

普通株式の期中平均株式数(株) 6,369,083 6,369,083
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間においては潜在株式が存

在しないため、当第３四半期連結累計期間においては１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第100期（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）中間配当について、平成27年４月30日開催の取締役会に

おいて、平成27年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額                                12,738千円

② １株当たりの金額                              ２円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成27年６月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月５日

山加電業株式会社

取締役会  御中

 

監査法人 グラヴィタス
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   圓   岡   徳   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   飯   田   一   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山加電業株式会

社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年10月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山加電業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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